（様式１）

年　月　日

　菊陽町長　様

住　所
会社名
代表者名　　　　 　　　　　　


参　加　表　明　書

　令和８年３月　　日付けで公告のあった菊陽町新電話環境構築業務委託について、実施要領６　参加資格を満たすことを宣誓の上、プロポーザルに参加することを表明します。
　なお、提出書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。






















（様式２）
共同企業体一覧表

	
	企業名
	所在地
	代表者

	１
（代表企業）
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	

	５
	
	
	



※構成企業が５社を超える場合は、行を追加してください。







（様式３）

・会社概要

	会社名
	

	所在地※
	

	代表者職氏名
	

	設立年月日
	

	資本金
	

	従業員数
	

	応募する支店・担当者等
（契約等の委任先・連絡先）
	支店等名
	

	
	所在地
	

	
	
担当者
	所属・職氏名


	
	
	ＴＥＬ
	ＦＡＸ

	
	
	Ｅ-mail

	法人の主な業務内容
	


注１：指示があった場合は、登記事項証明書（現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書）を添付すること。
注２：指示があった場合は、滞納のない証明書（所在地※において滞納のないことを証する書類）を添付すること。


（様式４）
・業務実績

自治体に対するクラウドＰＢＸ導入に係る実績を新しいものから最大３件
	1
	業務名
	

	
	発注機関
	

	
	契約金額
	

	
	履行期間
	

	
	業務概要
	

	2
	業務名
	

	
	発注機関
	

	
	契約金額
	

	
	履行期間
	

	
	業務概要
	

	3
	業務名
	

	
	発注機関
	

	
	契約金額
	

	
	履行期間
	

	
	業務概要
	


注１：記載した業務実績については、契約書の写し（業務名と契約相手方が分かる部分）を添付すること。
注２：自治体に対するクラウドＰＢＸ導入に係る実績とは、地方公共団体に対するクラウドＰＢＸを核とした電話システムの導入実績をいう。なお、その構成において、スマートフォンを含んでいることを必須とし、固定ＩＰ電話やケータイ（いわゆるガラホやフィーチャーフォンの類）を含むかどうかは問わない。
（様式５）

・業務実施体制

	
	氏名
	社内での所属・役職
	本業務で担当する分担業務の内容

	業務責任者（プロジェクトリーダー）

	1
	
	
	

	業務担当予定者（本業務責任者、契約窓口担当者など）

	2
	
	
	

	3
	
	
	

	4
	
	
	

	5
	
	
	

	6
	
	
	

	7
	
	
	

	8
	
	
	




（様式６）
・業務責任者（プロジェクトリーダー）の経歴等

	①氏名 (ふりがな)
	②生年月日

	③所属・役職

	④保有資格

	⑤自治体との業務実績

	業務名
	発注機関
	履行期間

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	⑥令和８年３月１日現在の手持業務の状況

	業務名
	職務上の立場
	発注機関
	履行期間
	契約金額

	
	管理・担当
	
	
	

	
	管理・担当
	
	
	

	⑦経歴



注１：予定者ごとに記入すること。
注２：予定者の資格証の写し及び雇用関係を確認できるもの（職員証や雇用証明書等）を添付すること。


（様式７）

・業務責任者（プロジェクトリーダー）の業務実績

	業務名
	

	契約金額
	

	履行期間
	

	発注機関名
	

	業務概要
	

	業務内容
	


注１：様式５「業務責任者（プロジェクトリーダー）の経歴等」に記載した⑤の実績のうち１件について作成すること。
注２：業務概要については、その業務の概要を箇条書き等で端的に示すこと。また、業務内容については、その業務に対し具体的に取り組んだことや成果を記載すること。



（参考様式）
通話単価表

１．0AB-J番号から発信する場合
	着信先（相手先）
	提案単価（円）
	単位

	市内
	
	／３分

	市外
	
	／３分

	携帯
	
	／１分

	ＩＰ電話
	
	／３分



２．0A0番号から発信する場合
	着信先（相手先）
	提案単価（円）
	単位
	備考

	市内
	
	／30秒
	

	市外
	
	／30秒
	

	携帯
	
	／30秒
	

	ＩＰ電話
	
	／30秒
	



３．１回線当たりの通信量等
	項目
	内容
	単位
	備考

	データ通信量
	
	GB／回線
	

	データ通信量超過後の速度
	
	kbps
(Mbps)
	




注）
１　記載金額は税抜とすること。
２　国際電話及びナビダイヤルは除く。
３　通話定額プランの場合は、０円と記載すること。
４　一定時間分通話料が無料となる場合は、備考欄に「○分を超えた場合」と記載した上で、その一定時間超過後に加算される通話料金を提案単価欄に記載すること。
５　今回の契約全体におけるデータ通信のシェアが可能な場合は、備考欄に「シェア可能」と記載し、その条件を併記すること。
６　データ通信量超過後の速度については、適した単位を選択すること。





